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第一部 【企業情報】
第１ 【企業の概況】
１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第49期
第３四半期
累計期間

第50期
第３四半期
累計期間

第49期

会計期間
自 平成22年４月１日
至 平成22年12月31日

自 平成23年４月１日
至 平成23年12月31日

自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日

売上高 (千円) 6,467,033 6,724,438 8,723,737

経常利益 (千円) 201,542 278,830 370,961

四半期(当期)純利益 (千円) 93,032 161,644 191,206

持分法を適用した場合の投資利益 (千円) － － －

資本金 (千円) 733,360 733,360 733,360

発行済株式総数 (千株) 8,264 8,264 8,264

純資産額 (千円) 5,930,883 5,913,162 6,025,268

総資産額 (千円) 7,399,277 7,451,175 7,807,923

１株当たり四半期(当期)純利益 (円) 11.93 20.74 24.52

潜在株式調整後１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) － － －

１株当たり配当額 (円) 15.00 15.00 30.00

自己資本比率 (％) 80.2 79.4 77.2

　

回次
第49期
第３四半期
会計期間

第50期
第３四半期
会計期間

会計期間
自 平成22年10月１日
至 平成22年12月31日

自 平成23年10月１日
至 平成23年12月31日

１株当たり四半期純利益 (円) 8.90 5.34

(注) １　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため記載しておりません。

４　潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　
２ 【事業の内容】

当第３四半期累計期間において、当社が営む事業の内容について重要な変更はありません。
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第２ 【事業の状況】
１ 【事業等のリスク】

当第３四半期累計期間において新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事業年度の有価証券報告書に

記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

　
２ 【経営上の重要な契約等】

該当事項はありません。

　
３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。

（1） 業績の状況

当第３四半期累計期間におけるわが国経済は、東日本大震災の影響による停滞からは緩やかな回復基調にあるも

のの、円高の長期化、欧州の財政問題、タイ洪水被害の影響などにより、極めて不安定な状況で推移しました。

情報サービス産業におきましては、スマートフォン関連、クラウドサービス等の需要に加え、企業等の情報化投資

は一部で回復の兆しはあるものの、顧客のコスト削減要請が根強いなど、先行き不透明な経営環境にあります。

このような情勢の下、当社では、常駐顧客先ニーズへの迅速な対応による案件獲得に注力し、技術者稼働率の向上

を図りました。また、引き続き一括アウトソーシング事業の推進強化に経営資源を集中し、収益性の改善に努めており

ます。

当第３四半期累計期間の経営成績は、売上高6,724百万円（前年同期比4.0％増）、経常利益278百万円（前年同期

比38.3％増）、四半期純利益161百万円（前年同期比73.7％増）となりました。

　
部門別の営業状況は、次のとおりであります。
　

（ネットワークサービス）

運用管理コストの削減要望や業務効率化などの要請は厳しかったものの、一括アウトソーシングでの受注拡大を

図るとともに、当事業への技術者投入を積極的に推進した結果、売上高は4,575百万円（前年同期比7.6％増）となり

ました。

　
（システム開発）

市場での開発案件の需要は低調に推移したものの、ＥＲＰ（業務統合パッケージ）関連の案件獲得に努めた結果、

売上高は1,568百万円（前年同期比1.3％増）となりました。

　
（システム運用）

汎用系の運用やオペレーション業務は、市場の縮小とともに価格下落が継続していることから、汎用系技術から

ネットワーク系技術への移行に継続して取り組んだ結果、売上高は581百万円（前年同期比12.8％減）となりました。
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（2） 財政状態の状況

①資金調達

当社の事業活動に必要な資金は、主として内部資金を源泉としております。なお、一部、長期的な観点から金融機

関借入を実行しておりますが、手許資金を考慮した場合、実質無借金経営となっております。

　
②資産及び負債・純資産

当第３四半期会計期間末における資産合計は、前事業年度末に比べ356百万円減少し、7,451百万円となりまし

た。

流動資産は315百万円減少し、4,580百万円となりました。主な要因は、有価証券199百万円の減少や現金及び預金

66百万円の減少、売掛金56百万円の減少によるものであります。固定資産は41百万円減少し、2,871百万円となりま

した。主な要因は、前払年金費用11百万円の減少や繰延税金資産10百万円の減少、敷金保証金８百万円の減少によ

るものであります。

当第３四半期会計期間末における負債合計は、前事業年度末に比べ244百万円減少し、1,538百万円となりまし

た。

流動負債は255百万円減少し、1,430百万円となりました。主な要因は、預り金72百万円の増加や未払費用56百万

円の増加があったものの、賞与引当金228百万円の減少や未払法人税等142百万円の減少があったことによるもの

であります。固定負債は10百万円増加し、107百万円となりました。

当第３四半期会計期間末における純資産合計は、前事業年度末に比べ112百万円減少し、5,913百万円となりまし

た。主な要因は、利益剰余金72百万円の減少やその他有価証券評価差額金39百万円の減少によるものであります。

　
（3） 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期累計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更及び新たに生じた事項はありません。

　
（4） 研究開発活動

該当事項はありません。

　
（5） 経営成績に重要な影響を与える要因及び中長期的な会社の経営戦略

前事業年度における有価証券報告書の「第２ 事業の状況」の「４ 事業等のリスク」及び「７ 財政状態、経営成

績及びキャッシュ・フローの状況の分析（4）中長期的な会社の経営戦略」に記載の内容から重要な変更はありませ

ん。

　
（6） 経営者の問題認識と今後の方針について

当社の経営陣は、現状の事業分析及び入手可能な情報に基づき、最善の経営方針を立案し経営に当たるよう努めて

おります。経営者の問題認識と今後の方針につきましては、前事業年度における有価証券報告書に記載の事項から重

要な変更はありませんが、引き続き市場動向の変化や顧客ニーズの迅速な把握と対応に取り組むとともに業務の効率

化を推し進めてまいります。
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第３ 【提出会社の状況】
１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 20,729,000

計 20,729,000

　
② 【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数（株）
（平成23年12月31日）

提出日現在
発行数（株）

（平成24年２月10日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 8,264,850 8,264,850
東京証券取引所
（市場第二部）

単元株式数
1,000株

計 8,264,850 8,264,850 － －

　
(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　
(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　
(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　
(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高
（千円）

平成23年12月31日 － 8,264,850 － 733,360 － 623,845
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(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

　
(7) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載す

ることができないことから、直前の基準日（平成23年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしております。

① 【発行済株式】

平成23年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式(自己株式等) － － －

議決権制限株式(その他) － － －

完全議決権株式(自己株式等) 普通株式    472,000－ －

完全議決権株式(その他) 普通株式  7,655,000 7,655 －

単元未満株式 普通株式    137,850－ －

発行済株式総数 8,264,850 － －

総株主の議決権 － 7,655 －

　
② 【自己株式等】

平成23年12月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

旭情報サービス株式会社
東京都千代田区丸の内
１丁目７番12号

472,000 － 472,000 5.71

計 － 472,000 － 472,000 5.71

　
２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】
１．四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令第63号)

に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期会計期間（平成23年10月１日から平成23　年

12月31日まで）及び第３四半期累計期間（平成23年４月１日から平成23年12月31日まで）に係る四半期財務諸表につ

いて、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。

　

３．四半期連結財務諸表について

当社は子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】
(1)【四半期貸借対照表】

（単位：千円）

前事業年度
(平成23年３月31日)

当第３四半期会計期間
(平成23年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 3,029,058 2,962,891

売掛金 1,238,940 1,182,514

有価証券 299,620 99,990

前払費用 46,096 44,272

繰延税金資産 271,320 271,169

その他 10,240 19,244

流動資産合計 4,895,276 4,580,081

固定資産

有形固定資産 83,863 74,568

無形固定資産 11,766 9,498

投資その他の資産

投資有価証券 1,477,181 1,483,603

長期預金 500,000 500,000

賃貸不動産 110,309 107,607

敷金及び保証金 ※
 234,848

※
 226,665

保険積立金 389,386 389,386

前払年金費用 80,415 68,699

繰延税金資産 15,739 4,842

その他 9,135 6,222

投資その他の資産合計 2,817,016 2,787,027

固定資産合計 2,912,646 2,871,093

資産合計 7,807,923 7,451,175
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（単位：千円）

前事業年度
(平成23年３月31日)

当第３四半期会計期間
(平成23年12月31日)

負債の部

流動負債

短期借入金 430,000 430,000

未払金 58,247 49,840

未払費用 371,164 427,445

未払法人税等 170,198 27,473

未払消費税等 72,040 68,813

預り金 30,257 103,247

賞与引当金 541,000 312,998

その他 12,767 10,718

流動負債合計 1,685,675 1,430,536

固定負債

役員退職慰労引当金 96,980 107,476

固定負債合計 96,980 107,476

負債合計 1,782,655 1,538,012

純資産の部

株主資本

資本金 733,360 733,360

資本剰余金 624,519 624,519

利益剰余金 5,097,236 5,025,098

自己株式 △353,152 △353,969

株主資本合計 6,101,963 6,029,008

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 3,072 △36,078

土地再評価差額金 △79,767 △79,767

評価・換算差額等合計 △76,694 △115,845

純資産合計 6,025,268 5,913,162

負債純資産合計 7,807,923 7,451,175
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(2)【四半期損益計算書】
【第３四半期累計期間】

（単位：千円）

前第３四半期累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年12月31日)

売上高 6,467,033 6,724,438

売上原価 5,238,555 5,455,124

売上総利益 1,228,477 1,269,313

販売費及び一般管理費 1,051,666 1,010,938

営業利益 176,811 258,375

営業外収益

受取利息 6,232 12,491

受取配当金 5,633 6,434

賃貸不動産収入 6,086 6,192

助成金収入 14,110 2,348

雑収入 2,311 2,603

営業外収益合計 34,373 30,069

営業外費用

支払利息 4,759 4,758

賃貸不動産費用 4,882 4,855

営業外費用合計 9,642 9,614

経常利益 201,542 278,830

特別利益

投資有価証券売却益 － 33,243

特別利益合計 － 33,243

特別損失

投資有価証券売却損 － 27,680

投資有価証券評価損 21,786 6,720

固定資産除却損 270 25

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 8,313 －

特別損失合計 30,370 34,425

税引前四半期純利益 171,172 277,648

法人税等 78,139 116,003

四半期純利益 93,032 161,644
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【四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　
当第３四半期累計期間

(自  平成23年４月１日  至  平成23年12月31日)

税金費用の計算 税金費用については、当事業年度の税引前当期純利益に対する税効

果会計適用後の実効税率を合理的に見積もり、税引前四半期純利益に

当該見積実効税率を乗じて計算しております。ただし、当該見積実効税

率を用いて税金を計算すると著しく合理性を欠く結果となる場合に

は、法定実効税率を使用しております。

　
【追加情報】

当第３四半期累計期間
(自  平成23年４月１日  至  平成23年12月31日)

（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用）

第１四半期会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬

の訂正に関する会計基準」(企業会計基準第24号  平成21年12月４日)及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関す

る会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第24号  平成21年12月４日)を適用しております。

（法人税率の変更等による影響）

「経済社会の構造の変化に対応した税制の構築を図るための所得税法等の一部を改正する法律」(平成23年法

律第114号)及び「東日本大震災からの復興のための施策を実施するために必要な財源の確保に関する特別措置

法」(平成23年法律第117号)が平成23年12月２日に公布され、平成24年４月１日以後に開始する事業年度から法人

税率の引下げ及び復興特別法人税の課税が行われることとなりました。これに伴い、当第３四半期累計期間を含む

年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の見積実効税率が変更されておりますが、これによる未払法

人税等及び法人税等の金額に与える影響は軽微であります。

　
【注記事項】

(四半期貸借対照表関係)

※　資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額

　
前事業年度

(平成23年３月31日)
当第３四半期会計期間
(平成23年12月31日)

投資その他の資産 　 　

　敷金及び保証金 14,900千円 13,600千円

　
(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期累計期間

に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりであります。

　
前第３四半期累計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年12月31日)

減価償却費 15,928千円 12,909千円
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(株主資本等関係)

Ⅰ　前第３四半期累計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年12月31日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年６月25日
定時株主総会

普通株式 81,861 10.50平成22年３月31日 平成22年６月28日 利益剰余金

平成22年10月28日
取締役会

普通株式 116,927 15.00平成22年９月30日 平成22年11月26日 利益剰余金

　
２．基準日が当第３四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期会計期間の末日後となる

もの

該当事項はありません。

　
Ⅱ　当第３四半期累計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年12月31日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年６月23日
定時株主総会

普通株式 116,897 15.00平成23年３月31日 平成23年６月24日 利益剰余金

平成23年10月28日
取締役会

普通株式 116,885 15.00平成23年９月30日 平成23年11月25日 利益剰余金

　
２．基準日が当第３四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期会計期間の末日後となる

もの

該当事項はありません。

　
(セグメント情報等)

【セグメント情報】

前第３四半期累計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年12月31日)及び当第３四半期累計期間（自　平成23年４月

１日　至　平成23年12月31日）

当社の事業は、情報サービス事業ならびにこれらの附帯業務の単一事業であります。したがいまして、開示対象とな

るセグメントはありませんので、記載を省略しております。

　
(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第３四半期累計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年12月31日)

１株当たり四半期純利益 11円93銭 20円74銭

(算定上の基礎) 　 　

四半期純利益(千円) 93,032 161,644

普通株主に帰属しない金額(千円) － －

普通株式に係る四半期純利益(千円) 93,032 161,644

普通株式の期中平均株式数(千株) 7,795 7,792

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　
(重要な後発事象)

　該当事項はありません。
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２ 【その他】

　平成23年10月28日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

(1)　配当金の総額　　　　　　　　　　　　　　116,885千円

(2)　１株当たりの金額　　　　　　　　　　　　15円00銭

(3)　支払請求の効力発生日及び支払開始日　　　平成23年11月25日

　(注)　平成23年９月30日現在の株主名簿に記載または記録された株主に対し、支払を行います。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】
　
該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成24年２月10日

旭情報サービス株式会社

取締役会  御中

新日本有限責任監査法人

　
指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　荒　　井　　憲 一 郎　　㊞

　
指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　林　　　　　由　　佳　　㊞

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている旭情

報サービス株式会社の平成23年４月１日から平成24年３月31日までの第50期事業年度の第３四半期会計期間

（平成23年10月１日から平成23年12月31日まで）及び第３四半期累計期間（平成23年４月１日から平成23年

12月31日まで）に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四

半期レビューを行った。

　
四半期財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半

期財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期

財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれ

る。

　
監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に

対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レ

ビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施

される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において

一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手

続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　
監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当

と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、旭情報サービス株式会社の平成23年12月31日現在の財

政状態及び同日をもって終了する第３四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項

がすべての重要な点において認められなかった。

　
利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
　

以  上
　

 

(注) １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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